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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期

中間連結会計期間
第７期

会計期間
自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年12月31日

売上高 （千円） 788,325 1,241,485

経常利益 （千円） 156,033 188,821

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（千円） 102,912 116,012

中間包括利益又は包括利益 （千円） 102,912 116,012

純資産額 （千円） 655,507 552,595

総資産額 （千円） 1,272,788 1,233,498

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 16.85 19.14

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 16.33 18.59

自己資本比率 （％） 51.5 44.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 74,261 223,368

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △5,342 △359,372

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △39,000 421,619

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 597,426 567,835

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間の主要な経営指

標等の推移については記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社グルー

プは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較分析は行っておりません。

 

(1）経営成績の状況

　当社グループは「データとアルゴリズムで、人類を豊かにする」をパーパスに掲げ、「企業と人がAIを自在に使

いこなし、発展し続ける豊かな未来」の実現に向けて、「AIを搭載したソフトウエアの開発」と「デジタル組織の

構築を支援するプログラムの提供」を主軸に、企業のAI活用/DX推進による成長を支援してきました。その中で、

特に既存取引先のLTV最大化、AIソリューションの新パッケージ開発及びM&Aやアライアンスに向けた取り組みによ

り一層注力し、非連続成長の実現のための施策を進めております。

　AIソフトウエアユニットでは、AI・データサイエンスの観点でデータの利活用により、顧客企業の業務効率化等

の新たな価値を創造するソリューションを提供しています。高速かつ高精度なボイスボットの展開や業務プロセス

の完全自動化を目指す帳票処理AIエージェント「帳ラク」等の最先端の生成AIソリューションの開発をはじめ、生

成AI関連の開発プロジェクトやChatGPTを組み合わせた自社SaaSプロダクトである「ChatMee」等、生成AIビジネス

への展開に注力しております。

　ビルドアップユニットでは、AI/DXに関わる組織及び人材の現状評価から必要人材（ビジネス領域及びエンジニ

ア領域）の育成まで、AIの実装を実現するための組織開発に必要なパッケージ化されたサービスを一気通貫で提供

しております。また、新たに生成AI関連コンテンツをリリースするなどサービス範囲の拡充を進めております。

　AI業界を取り巻く事業環境については、生成AIの登場でAIの利活用が急速に実用化へ近づいている状況であり、

日本における生成AI需要は2024－2028年の間に1,016億円から8,028億円まで拡大する予測（出典：IDC Japan株式

会社「IDC Worldwide AI and Generative AI Spending Guide」（2024年8月発行）」）がされております。この環

境下において、AIソフトウエアの需要拡大に伴い、特にAI人材の需給ギャップが広がり、真に価値のある生成AI活

用のニーズが顕在化する見通しとなっております。

　良好な事業環境のもと、組織開発からAIアルゴリズム開発まで完結したソリューションを提供できる当社独自の

一気通貫モデルに加え、株式会社大塚商会等の資本業務提携先との連携を深化させながら、AIソフトウエア及びビ

ルドアップ共に顧客基盤の拡充、継続性の高いプロジェクトを着実に積み上げております。また、DS-Hubの活用等

により今後の成長に向けて優秀な人材の採用も順調に進んでおります。加えて、生成AI領域に特化したエンジニア

集団である株式会社LangCoreの連結子会社化により、当連結会計年度において通期業績の連結取り込みとなりま

す。また、同社の強みである生成AIプロダクトを活かし、大型プロジェクトの受注につながる等、シナジーが早期

に創出されており、両社の短期的な収益向上のみならず、中長期的な事業拡大が見込まれる状況にあります。さら

に、生成AI関連の開発実績を有し、AIトランスフォーメーションのコンサルティングに強みをもつ株式会社Kieiと

業務提携契約を締結し、AIエージェントサービス領域の更なる強化と拡大を見込んでおります。

　当中間連結会計期間においては、AIソフトウエアユニット及びビルドアップユニットにおける顧客数・プロジェ

クト数は堅調に推移し、売上高788,325千円、営業利益166,674千円、経常利益156,033千円、親会社株主に帰属す

る中間純利益102,912千円となりました。なお、当社グループはAIソリューション事業の単一セグメントであるた

め、セグメント別の記載を省略しておりますが、販売実績を主な内訳に区分した売上高は、AIソフトウエアユニッ

トは539,326千円、ビルドアップユニットは248,999千円となっております。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

　流動資産は869,790千円となり、前連結会計年度末に比べ65,075千円増加いたしました。これは主に、現金及び

預金が31,014千円増加、売掛金及び契約資産が15,361千円増加したことによるものであります。

　固定資産は402,997千円となり、前連結会計年度末に比べ25,785千円減少いたしました。これは主に、株式会社

LangCoreの株式取得により発生したのれんが償却により25,384千円減少したことによるものであります。

　この結果、当中間連結会計期間末における資産合計は1,272,788千円となり、前連結会計年度末に比べ39,290千

円増加いたしました。
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（負債）

　流動負債は322,780千円となり、前連結会計年度末に比べ350,872千円減少いたしました。これは主に、金融機関

からの借入金の借換による短期借入金が400,000千円減少したことと当該借換による１年内返済予定の長期借入金

が84,000千円増加したことによるものであります。

　固定負債は294,500千円となり、前連結会計年度末に比べ287,250千円増加いたしました。これは、金融機関から

の借入金の借換による長期借入金の増加によるものであります。

 

　この結果、当中間連結会計期間末における負債合計は617,280千円となり、前連結会計年度末に比べ63,622千円

減少いたしました。

 

（純資産）

　純資産は655,507千円となり、前連結会計年度末に比べ102,912千円増加いたしました。これは、親会社株主に帰

属する中間純利益の計上によるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、597,426千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、74,261千円となりました。主に、売上規模の拡大

による税金等調整前中間純利益156,033千円、売上債権及び契約資産の増加額15,361千円、契約負債の減少額

28,446千円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動により支出した資金は、5,342千円となりました。これは、本社オフィス

の増床に伴う有形固定資産の取得による支出1,990千円、敷金及び保証金の差入による支出3,352千円によるもので

あります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動により支出した資金は、39,000千円となりました。主に、長期借入金の返

済による支出28,750千円によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,107,493 6,107,493
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。また、

単元株式数は100株

であります。

計 6,107,493 6,107,493 － －

　（注）提出日現在の発行数には、2025年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年１月１日～

2025年６月30日
－ 6,107,493 － 62,609 － 59,609
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本郵政キャピタル株式会社 東京都千代田区大手町二丁目３番１号 1,319,950 21.61

株式会社大塚商会 東京都千代田区飯田橋二丁目18番４号 1,140,000 18.66

崔　一鳴 東京都江東区 343,000 5.61

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 298,434 4.88

大川　遥平 東京都大田区 261,000 4.27

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 248,100 4.06

吉田　拓真 埼玉県川口市 108,000 1.76

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 101,000 1.65

高橋　光太郎 神奈川県横浜市青葉区 99,000 1.62

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥ

ＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢ

ＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ　（ＣＡＳＨＰ

Ｂ）

（常任代理人　野村證券株式会社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，　ＬＯＮＤ

ＯＮ，　ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，　ＵＮＩＴ

ＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋一丁目13番１号）

89,300 1.46

計 － 4,007,784 65.62

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,101,200 61,012

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 6,293 － －

発行済株式総数  6,107,493 － －

総株主の議決権  － 61,012 －

 

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に係る比較情報を記載しておりません。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 566,333 597,348

売掛金及び契約資産 207,170 222,531

その他 31,211 49,910

流動資産合計 804,714 869,790

固定資産   

有形固定資産 5,467 6,774

無形固定資産   

のれん 342,691 317,306

著作権 4,535 4,535

ソフトウエア 43,255 38,195

無形固定資産合計 390,482 360,037

投資その他の資産 32,833 36,186

固定資産合計 428,783 402,997

資産合計 1,233,498 1,272,788

負債の部   

流動負債   

買掛金 13,403 16,541

未払金 13,675 15,265

未払費用 45,171 45,062

契約負債 77,122 48,676

短期借入金 400,000 －

１年内返済予定の長期借入金 1,500 85,500

未払法人税等 58,804 53,082

賞与引当金 4,347 16,878

その他 59,629 41,773

流動負債合計 673,653 322,780

固定負債   

長期借入金 7,250 294,500

固定負債合計 7,250 294,500

負債合計 680,903 617,280

純資産の部   

株主資本   

資本金 62,609 62,609

資本剰余金 59,609 59,609

利益剰余金 429,802 532,714

株主資本合計 552,022 654,934

新株予約権 573 573

純資産合計 552,595 655,507

負債純資産合計 1,233,498 1,272,788
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

売上高 788,325

売上原価 226,541

売上総利益 561,783

販売費及び一般管理費 ※ 395,109

営業利益 166,674

営業外収益  

受取利息 270

助成金収入 3,300

その他 112

営業外収益合計 3,682

営業外費用  

支払利息 3,744

支払手数料 10,250

為替差損 328

営業外費用合計 14,322

経常利益 156,033

税金等調整前中間純利益 156,033

法人税等 53,121

中間純利益 102,912

親会社株主に帰属する中間純利益 102,912
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【中間連結包括利益計算書】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

中間純利益 102,912

中間包括利益 102,912

（内訳）  

親会社株主に係る中間包括利益 102,912
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純利益 156,033

減価償却費 5,743

のれん償却額 25,384

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,530

受取利息 △270

助成金収入 △3,300

支払利息 3,744

支払手数料 10,250

為替差損益（△は益） 328

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △15,361

仕入債務の増減額（△は減少） 3,138

契約負債の増減額（△は減少） △28,446

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 1,480

その他 △37,978

小計 133,278

利息の受取額 270

助成金の受取額 3,300

利息の支払額 △3,744

法人税等の支払額 △58,842

営業活動によるキャッシュ・フロー 74,261

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1,990

敷金及び保証金の差入による支出 △3,352

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,342

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の返済による支出 △400,000

長期借入れによる収入 400,000

長期借入金の返済による支出 △28,750

その他の支出 △10,250

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,000

現金及び現金同等物に係る換算差額 △328

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 29,590

現金及び現金同等物の期首残高 567,835

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 597,426
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

給料及び賃金 134,374千円

賞与引当金繰入額 16,878

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

現金及び預金 597,348千円

預け金（流動資産「その他」）（注） 78

現金及び現金同等物 597,426

（注）預け金は、決済サービス会社に対しての一時的な預け入れであり、随時引き出し可能であることから現金及び現金

同等物に含めております。

 

（株主資本等関係）

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

AIソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

（顧客との契約から生じる収益を分解した情報）

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

売上区分 金額（千円）

AIソフトウエアユニット 539,326

ビルドアップユニット 248,999

顧客との契約から生じる収益 788,325

外部顧客への売上高 788,325

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日）

（１）１株当たり中間純利益 16.85円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 102,912

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
102,912

普通株式の期中平均株式数（株） 6,107,493

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 16.33円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 193,527

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会

計年度末から重要な変動があったものの概要

－

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書 

 

 2025年8月8日

株式会社ＡＶＩＬＥＮ  

　取締役会　御中  

 

有限責任監査法人トーマツ

　東　 京　 事　 務　 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 酒井　博康

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　映

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＶＩＬ

ＥＮの2025年1月1日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年1月1日から2025年6月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＶＩＬＥＮ及び連結子会社の2025年6月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 

 
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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